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１．はじめに 

 2011 年東日本大震災では計 2 万 7 千棟の戸建住宅に液状化被害が発生した．戸建住宅の場合，新設と既設の 2 通

りの液状化対策があるが，特に既設の場合には構造物直下の対策が困難であるため十分な効果が得られないことが

課題として上げられる．著者らは，間伐した丸太を液状化対策に利用することを提案し，木材利用によって地球温

暖化緩和や森林事業活性化に貢献する付加価値を見出している．また，木材を建設材料として使用する場合，腐朽

や虫害による材質劣化が懸念されるが，液状化が問題となる地盤は地下水位以深が対象となるためその心配がなく，

今後の利用促進が期待されている．これまでの実験的研究により，構造物の基礎直下に丸太を打設することで液状

化による沈下を抑制できることを明らかにしている 1)．また，既設

構造物に対しては，構造物周辺地盤に丸太を打設することで沈下抑

制効果が得られ 2)，それは，格子状改良工法と同等の効果である 3)

ことを確認している．この液状化対策技術は，丸太を地盤に圧入す

ることで地盤を密実化し，剛な壁体を構造物直下地盤の周囲に構築

することで，直下地盤のせん断変形や側方流動を抑制して沈下を防

止することを原理としている．しかし，戸建住宅の場合，狭い隣地

境界や道路との境界において丸太を打設する必要があり，施工上の

制約が非常に大きく，より効果的かつ経済的な工法の技術開発が求

められている．そこで，本研究では丸太打設の範囲や配置が構造物

の沈下に与える影響を明らかにすることを目的として模型振動実

験を行った． 

２．実験概要 

 本研究では 3 ケースの実験を行った．図-1 に用語の定義を示す．

ケース 1 は打設範囲に関する検討であり，30mm 間隔の正方形配置

とし，構造物周囲に打設する列数を 1 列（28 本），2 列（64 本），3

列（108 本）と 3 通りに変化させた．ケース 2 は打設配置に関する

検討であり，2 列で置換率 12.6%を満足するように，列幅 30mm，

20mm，18mm に対し間隔を 30mm，45mm，50mm と 3 通りに変化

させ，かつ，形状を正方形から平行四辺形に変化させた．また，ケ

ース 3 は丸太を打設しない無対策である． 

 図-2に模型地盤の概要を示す．振動台上にアクリル製の土槽（幅

800 mm×奥行き 400 mm×高さ 500 mm）を設置し，その中に模型地

盤を作製した．模型地盤は珪砂 7 号（密度 2.66 g/cm3，平均粒径 0.17 

mm）を用いて水中落下法で作製した相対密度約 50 %の緩詰めの飽

和砂層を，振動数 5 Hz，最大加速度 100 gal，加振時間 30 秒の正弦

波で予備加振を行い，相対密度約 65 %に調整した．地下水位は地 
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表面と一致している．丸太模型は直径 12 mm，長

さ 300 mm の円柱状であり，予備加振後に地盤の

所定の位置に静的に貫入した．なお，丸太の頭部

は直径の大きさに穴を空けた塩化ビニル製の板

に固定しているが，底部は土槽底面には固定して

いない．また，丸太は福井県産のスギ間伐材より

作製したものであり，長期間水中保管した結果，

密度は約 1.1 g/cm3であった．地表面に設置した構造物模型は底面が 150 

mm 四方で，高さ 112 mm の防水処理を施した木箱で，重さは 3.45 kg，

接地圧は 1.5 kN/m2（べた基礎の 2 階建て木造住宅の接地圧 15 kN/m2の

10 分の 1 縮尺を想定）である．入力波は振動数 5 Hz の正弦波で最大加

速度 120 gal であり，加振時間は 20 秒とした．なお，実験中は入力加速

度（A1），地盤の応答加速度（A2），構造物模型の応答加速度（A3），

地盤内の過剰間隙水圧（P1～P4），構造物模型の鉛直方向変位量（D1）

を計測した． 

３．実験結果および考察 

 図-3 に丸太の列数を変化させたケース 1 の過剰間隙水圧比（P1，

G.L.-100mm）の時刻歴波形を示す．無対策の場合，完全に液状化状態

となり加振が終了する 20 秒以降も水圧の高い状態が継続している．一

方，丸太を打設した対策地盤では水圧が抑制されており，特に 2 列と 3

列の場合には全く発生していない．図-4 は同様にケース 1 における丸

太の列数と構造物の沈下量の関係を示したものである．過剰間隙水圧の

発生傾向に対応するように，丸太を 2 列以上にすることで構造物の沈下

抑制効果が得られた．図-5にケース 1～3 における壁体面積と構造物の

沈下量の関係を示す．ここで，壁体面積とは図-1 に示す丸太を外接す

る直線で囲まれた部分の面積であり，丸太と密実化された地盤とで構成

される複合体の面積である．同図より壁体面積の増加に伴い沈下量が軽

減される傾向が確認できる．また，平行四辺形のケースで大きな沈下量

の発生している結果が存在している．これは，平行四辺形の場合，2 列で置換率が同一であっても，間隔が大きく

なり列幅が小さくなると丸太の本数が減るため経済性は向上するが，壁体の厚みが減るため剛性が低下し，せん断

変形の抑制や側方流動への抵抗力が減少した影響と考えられる．したがって，適切な剛性を担保する丸太打設の範

囲や配置を決定する手法を今後検討する必要があると言える． 

４．まとめ 

(1) 既設戸建住宅の液状化に伴う沈下抑制対策として，構造物周囲に丸太を打設する方法の有効性を示した． 

(2) 沈下抑制効果を向上させるためには丸太と周辺地盤で構成する壁体の剛性を大きくすることが必要である． 
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図-3 過剰間隙水圧比の時刻歴波形 
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図-5 壁体面積と沈下量の関係 
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